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1 はじめに
2006年11月下旬に、 rC S R の陥穿。 CSR は1960ー 70年代の社会的責任論の焼き直しなのか」
というサブタイトルを付けて、ある場所で話をする機会があった。そのサブタイトルには、現
代の CSRは60一 70年代の社会的責任論と名称は似ているがその内容は全く異なるものである、
との筆者のCSR観が込められている。
筆者の理解に拠れば、 60-70年代にブームとなり一過性の現象として終わってしまった企業
に社会的責任を問う動きが、 90年代末以降、再び前面に押し出されてきた背景には、ビジネス・
エシックスが学問的に市民権を得たという経緯がある。今日、 CSRの文字が各種のメディア
を通して「一般化j し、その為に、現象的には、背後に隠れてしまったかのようになっている
が、ビジネス・エシックスの問題提起をキチンと認識せずに CSR に「ただ乗り J している企
業は、いわゆる不祥事を起こしやすく一一実際、相変わらず不祥事が続出している現状には、
認識不足があるように思われる一ーまた CSR経営を標梼しているが故に、不祥事を起こした
場合には、その企業が受けるダメージは甚大なものとなろう。これが、「陥葬」というコトパを
使った理由である。
rw企業の社会的責任』という言葉ほど、なにを意味しているかわからず、なんとでも勝手な
意味を込めて使える言葉は、ほかにあまりないかもしれないJ (1) と評された60-70年代の社会
(1)土屋守章『企業の社会的責任』税務経理協会、 1980年、 131-132ページ。
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的責任論とは異なり、 CSRでは、ビジネス・エシックスの視点からいえば、企業の社会的責
任に具体的な内容が提示されている。今日の企業社会的責任 (C S R) は「責任主体としての
企業の、社会(ステイクホルダー)に対する責任j を意味している。
CSRそしてビジネス・エシックスを筆者は上記のように考えているが、他の研究者たちが
どのように考えているのか、このような解釈は筆者の独りよがりにすぎないものなのか、等、
いまひとつ理解できず「不安j を覚えていた。そんなとき(1講演」終了後、数日経過して)、
2006年 9 月に刊行された、問中照純稿「企業倫理学に潜む三つの拍穿J (~立命館経営学』第45
巻第 3 号、 2006年)に出会った。迂闘であった。身近な存在の人(同門の先輩)がこのような
問題提起をしていることに気がつかなかったとは…。
倫理学への埋没、ステイクホルダー論による舷惑、主観的規範論への傾斜。これらが「企業
倫理学に潜む三つの陥穿」である。通読すると、田中氏の問題提起には、ある意味では、筆者
が自問自答してきたこと(ビジネス・エシックスを研究・専門にしている人たちはビジネス・
エシックスの問題提起をどのように受けとめているのか、そもそもその意味を理解しているの
であろうか)と相通ずるものがある(ことが筆者なりにわかってきた)。但し、田中氏自身の「企
業倫理」観というか f企業倫理」の理解がいまひとつ明確に提示されていないためか、ビジネ
ス・エシックスに対する「誤解」がある(ようにも思われる)。
以下、田中氏の問題提起を整理する、という作業を通して、筆者なりにビジネス・エシック
スの学問的性格を考えることにする。
2 ビジネス・ヱシックスと「倫理学への埋没J
2-1 倫理学への埋没
「倫理学への埋没」とはどのような事象を意味しているのであろうか。それを理解するため
には、田中氏の企業倫理学「観J (企業倫理学の学問的性格)を確認する必要がある。
田中氏に拠れば、「企業倫理学なる学問、それは確かに応用倫理学ではあり得ても、だからと
言って倫理学としての基本的性格まで有するわけではなく、また、倫理学の一分野を成すと位
置づけられるわけでもないJ 0 í企業倫理学」の「学問上の基本的性格j は f私見(田中氏の見
解一一引用者)によればJ í広い意味での経営学に求める以外になj く、「それは企業活動が持
つ倫理的側面を研究対象に据え」た、 í~企業倫理の経営学~J であり、「企業倫理学は決して『企
業の倫理学~J (傍点原文) (2) ではない。
(2) 田中照純 f企業倫理学に潜む三つの焔葬J (W立命館経営学』第45巻第 3 号、 2006年、 55ページ(以下、
特に断らない限り、ページ数のみ記す)。
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このような立場に立つ田中氏の眼から見ると、今日まで企業倫理学の名の下に、実質的には、
「企業倫理学の本来的な研究対象である企業活動の倫理性ではなく、企業で活動する人間の倫
理性が主要に問われJ (55ページ)てきた(傍点原文)。これが、「倫理学への埋没J と形容され
る学問的状況=企業倫理学が rw企業の倫理学』として一般的な倫理学からの侵食を受け、そ
の内部に埋没して J (55ページ)いる状況、である。
ここには、「企業において個々の人間の活動が生み出す倫理性と、生産や販売といった本来的
な企業活動に伴って現れるような企業組織の有する倫理性とは、明確に区別しなければならな
い。そして、企業倫理学が研究対象として取り扱うべきもの、それが後者であることは言うま
でもない。しかし、現実には二つの倫理性が混同されたまま企業倫理学において扱われJ 、その
ために、本来的には「企業倫理の経営学」であるはずのものが「企業の倫理学」へと「埋没J
してしまっている、との現状認識がある。そして田中氏はそのような「混乱J の原因を「もと
もと一般的な倫理学が人間行動の倫理的性格を問う学問として存在し、企業倫理学はそうした
倫理学から強い影響を受けている、という事実J (56ページ)に求めている。
このような田中氏の現状認識は、ビジネス・エシックスの現在の研究状況に対して筆者が抱
いている疑問と重なるものであり、その点でいえば、筆者は全面的に賛同する。但し、後段に
関しては、若干の不満を覚える。というのは、研究対象規定である「企業倫理J の内容が明確
にされず、一般倫理学からそのまま「引き継いでいる」かのような印象を与えるからである。
2-2 何故に「倫理学への埋没」が生まれるのか
以下の行論では「倫理学への埋没j なるものを多少掘り下げて検討することになるが、その
前に、官頭で紹介した筆者の問題意識(すなわち、 CSR と 1960-70年代の社会的責任論の違
い)に触れておきたい。というのは、(もしこの文章を読んでくれる読者がいれば)この作業に
よって、筆者にも、切り口・表現は異なっているが、田中氏と同じような問題意識が流れてい
ることを確認できるからであり、それによって、現在巷に溢れる「企業倫理J 説にある種の「危
うさ」が確実にあることが(複数の論孜に裏付けられて)浮き彫りになってくるからである。
筆者は、 CSR と 1960-70年代の社会的責任論の根本的な相違のひとつを、 1960一 70年代の
社会的責任論では、「企業の社会的責任」と「経営者の社会的責任」が必ずしも意識的に明確に
区別されていなかったこと、というよりもむしろ、 70年代の企業の反社会的行為の糾弾という
ケースでは、株主に雇われた経営者の社会的責任が問われていたこと、したがって、そこには
「組織体としての企業が責任を問われる」という考え方が欠落していたこと、に見いだしてい
る。逆に言えば、 CSRでは、経営者の個人的資質・道義的責任ではなく、会社という組織体
自体の道徳的責任が問われている、ということである。
何故に、そのような違いが生まれたのであろうか。筆者は、ビジネス・エシックスの問題提
起がそのような違いをうみだしたと理解している。それは、企業を道徳的主体として捉える発
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想であり、人工的にっくりだされた制度(組織)にも道徳的責任を問うことができる、という
立場に立つことである。そして実はこのことが「一般」倫理学と「応用J 倫理学との決定的な
相違点である。
応用倫理学は、筆者の理解では、医療技術や科学技術の発達あるいは企業本位社会の出現に
よってそれまで前提にされてきた価値観・人間観の見直しが必要になり、その結果として、必
然的に、生み出された学問であり、その確立とともに f新ししリ概念が確立されてきた。ピジ
ネス・エシックスに関していえば、企業にも自然人と同じように道徳的責任を問い続けなけれ
ば(企業が道徳的な圧力に晒され続けなければ)、人間の存在基盤である「市民」社会あるいは
地球が崩壊してしまう、としづ危機感から構築されたのが、道徳的主体としての企業、という
概念である。「一般」倫理学と「応用J 倫理学とでは、原則的には、道徳規範が適用される対象
がそもそも異なるのである。誤解を恐れずにいえば、ビジネスを企業に代表させて考えた場合、
ビジネス・エシックスでは、まず企業という組織体の倫理性が問題となり、それと関連して、
組織内の個人の倫理性そして市場経済というシステムの倫理性もその守備範囲に含まれてくる。
それ故に、ビジネス・エシックスが、企業で働く人々の倫理的行動だけに焦点、に合わせてい
るとすれば、それは「本来のj ビジネス・エシックスからはほど遠いアプローチであり、その
ような表面的な研究(道徳規範を組織に属する人聞の行動に適用する、という意味の応用倫理
学)一一たとえば、経営者に道徳心を説く、というようなこと一ーだけに終始しているかのよ
うな現状が見られることに不安を覚えることがある。端的に言えば、「道徳的主体としての企業」
概念をどのように理解していますか、と訊いてみたい、という思いである。
このような「現実」が、田中氏の表現でいえば、「倫理学への埋没という事態j に相当するの
であろう。ここに、これはビジネス・エシックス(企業倫理学)に「内在」する問題なのか、
という疑問が生まれてくる。
田中氏の論孜に戻ろう。田中氏は、「倫理学への埋没という事態」の原因について次のように
述べている。「結論的に言」えば、企業倫理学の研究対象である「企業活動を担うものJ rが経
営者や従業員など、企業を構成する個人としての人間」であり、その「人聞が企業活動の担い
手として位置づけられる以上、本来的に人間行動の倫理性を問う学問である倫理学に強く依存
して行くのは無理もないこと」になり、「企業活動が展開される際、その活動の担い手である個
別的な人間の倫理性あるいは倫理観が、何らかの影響を与えることは間違いないJ (57ページ)、
と。
たしかにそのような理解が成立するであろう。しかし、倫理学への埋没という事象はこれだ
けで生じるのではなく、より根本的には、一般倫理学と応用倫理学の学問的性格の相違が識別・
区別されていないことに原因しているのではないだろうか。この点、田中氏は、「企業倫理学の
本来的な研究対象である企業活動の倫理性」あるいは「組織倫理のあり方こそが、企業倫理に
ついて考える際に最も重要な問題となってくる J (傍点原文) (57ページ)という表現で、応用
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倫理学としての企業倫理学と一般倫理学の違いを明確に指摘されているので、あるいは、「倫理
主体J (58ページ)というタームが使われている一一これは、内容的には、企業を道徳的主体と
してみなしていることになる一一ことを考えると、「倫理学への埋没」が企業倫理学に「内在J
する問題として把握されているわけではない、と理解される。
ただし田中氏の論孜では、「個別的な人間の倫理性あるいは倫理観j に代わる「企業倫理J と
してどのようなものがあるのか、それについて触れられていない。確かに、不祥事の事例は幾
っかあげられているが、何故に、それらが問題になるのか、その判断基準はどこに求められる
のか、が明示されていない。
問題は、田中氏のタームで言えば、「企業倫理の経営学」といわれる場合の f企業倫理」は具
体的に何を意味しているのか、それが明確にされていないことにある。先に、前段部分には同
意するが、後段部分には「不満を覚える」という表現を使ったのは、このような理由からであ
る。これが欠けているために、「倫理学への埋没j をうみだしている原因がいまひとつ明確に伝
わってこない、と感じるのは筆者だけであろうか。
2-3 企業倫理とはなにか
企業倫理とは具体的に何を意味しているのであろうか。周知のように、倫理理論と称されて
いるものが多岐に渡ることを考えると、企業倫理に関しでも同じことが当てはまり、さまざま
な見解が提示されることになろう。しかし、それらを包括的に「定義」することは不可能では
ない。
企業倫理とは、企業として、社会全体の幸福をめざすこと、である(へとはいえ、ここには、
検討すべき事項(確認すべき事項)が少なからずある。たとえば、幸福とは何か、全体とはど
の規模なのか、とか。表現を替えて言えば、その幸福を達成する手段として複数のやり方が考
えられるのだ。「善と悪」を公権力で識別することもそのひとつであるが、それ以外にも幾通り
も考えがある。たとえば、ある行為が良い結果をもたらすときに、その行為は全体として幸福
に繋がると判断するのか、それとも動機を重視した方が全体として幸福な社会が築かれる可能
性を高めることになるのか、あるいは、公平に処遇すれば、たとえば、社会的に劣悪な環境に
置かれている人々に配慮して配分することによってフェアな社会をめざすことが幸福な社会な
のか、徳を積むことが幸福に繋がるのか、行動主体に自由をできるだけ認め市場を全面的に「信
頼」する途を選択するべきなのか、等々、これまで実に多様な提案がなされてきた。それらが
倫理理論であり、道徳規範として知られているものである。
(3) この考え方は、平尾透『倫理学の統一理論』ミネルヴァ書房、 2000年から学んだ。倫理は自己目的では
なく、{可か他の目的のための手段であり、その目的とはめざすべき価値であり、倫理の本質は幸福とい
う価値を求めることであり、幸福という価値を求めることを行為の価値基準とするのが「功利性原理」
である、と。
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それらの「規範」を道徳的主体としての企業にも適用できる、と主張しているのがビジネス・
エシックスである。それ故に、「企業として、社会全体の幸福をめざすこと」に闘しでもさまざ
まな方途があり得るが、今日では、実践的に見ると、それなりの合意が形成されているように
思われる。というのは、多くの企業において「倫理綱領」が制定されているからである。この
倫理綱領とは、あらためていうまでもなく、「当該企業の使命や価値観を文章化し企業としての
意思決定に指針を提示するもの」である。とすれば、それは、その企業として、それぞれの方
法で、社会全体の幸福をめざしていることを対外的に宣言した決意表明と言うべきものである、
と解される。
したがって、その倫理綱領(行動規範、企業行動基準)に掲載されている事柄一一それが(そ
の企業にとっての)企業倫理である。より現実に即して言えば、現在では、大多数の企業の綱
領でステイクホルダーの権利について言及されていることを考えると、その企業が守ると宣言
しているステイクホルダーの権利一一ステイクホルダーについては、後で詳細に触れることに
なろうーーが企業倫理の具体的な内容である、ということになる。それ故に、そこになにが盛
りこまれているのか、そして本当に履行すること。これが極めて重要になってくる。
この点、田中氏の論孜の中に、「企業倫理も、企業とステイクホルダーとが相互に作用し合う
過程に現われる『権利・義務』の遂行という性格を持つことになる J (58ページ)、との表現が
ある。これが倫理綱領を念頭に置いた文章であるならば、筆者の理解では、田中氏は、事実上、
企業倫理を倫理綱領と「等値J していることになるのだが…。
何故に、筆者が「企業倫理の具体的なありかた」に拘るのかと言えば、その理由は簡単であ
る。企業倫理の内容が具体的にイメージできるならば、企業倫理学(ビジネス・エシックス)
は倫理学に「埋没したくとも埋没できない」、と考えるからである。
3 ビジネス・エシックスと『ステイクホルダー論による睦惑J
3-1 ステイクホルダー論の限界とステイクホルダー論からの脱却について
ステイクホルダーとはなにか。田中氏に拠れば、それは「企業という『倫理主体』に対峠し
て、それから何らかの倫理的な働きかけを受ける『倫理客体』という位置づけを持J (58ページ)
ち、「企業との間で互いに影響を与え合い、また企業との聞で権利・義務に基づく利害関係を発
生させるものと規定され」ている「利害関係者J (58ページ)である(傍点引用者)。
しかし田中氏はそのようなレベルの認識に疑問を投げかけている。「果してそのような認識レ
ベルで、企業倫理学の研究対象である企業活動の倫理性は、科学的に解明されるだろうか。答
えは残念ながら否である J (58-59ページ)、と。「ステイクホルダー論J rの心地よい響きに目立
惑され」それが「持っている限界に気付かJ ないと、「企業倫理の科学的な解明という企業倫理
学に課せられた基本使命も果たせなくなる J (59ページ)。
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それでは、ステイクホルダー論にはどのような限界があるのであろうか。田中氏は、ステイ
クホルダーに「利害関係者」という日本語をあて、「その限界の根拠は何よりも『利害』と『関
係』いう二つの概念が持つ意味内容の抽象性に求められる J (59ページ)、とする。なぜならば、
「利害も関係もそれぞれが極めて一般的で抽象的な概念であり、そのため使用される場合によ
って様々な意味を内包する J rいわばヴェールに包まれた概念J (59ページ)であるからである。
より明確に言えば、ステイクホルダーという概念では、「企業との間でそれぞれ異なる立場に応
じJ て生じる「特殊な利害関係」が「覆い隠J されてしまう (59ページ)、ということである。
そしてそのような具体例として幾つかあげられている。たとえば、企業と労働者の関係に関
して、つぎのような記述がある。「企業と労働者との間J の「利害内容は全く異なり、しかも真
っ向から対立した関係に立つJ (59ページ)。しかし「ステイクホルダー論ではそうした極めて
先鋭化した対立状況は語られることもなく、単に一般的な利害関係という甘いヴェールに包ま
れJ、「あくまで労働力の売買をめぐる対等平等な利害関係と性格づけられるに過ぎないJ (59 
-60ページ)。これは、ステイクホルダー論が「企業と労働者の聞に形成された利害関係の本質
に迫ることなく、むしろそれを覆い隠す役割しか演じていないこということ J (60ページ)を示
している。
このように、田中氏に拠れば、「企業倫理学と一体となって発展してきたステイクホルダー論J
r，こは現実の企業活動に伴って生み出される様々な利害関係者の本質的な特性を十分に説明し
得ない限界性が存在している J (60-61ページ)。それ故に、ステイクホルダー論の「ヴェール
を払いのけ、ステイクホルダー論の舷惑から逃れ」ることが必要になるが、その方法は、「ステ
イクホルダー論から提起された様々な利害関係の内容を、経営学の理論を基礎に据えながら捉
え直して行く J r以外に術はないJ (61ページ)。
ステイクホルダー論からの脱却について、田中氏は、 rw過労死』という重大な問題J (61ペー
ジ)を例に挙げて、つぎのように指摘している。「過労死という問題が一体なぜ発生するのか、
また、それをどのように解決すればよいのか、こうした問い掛けに対してステイクホルダー論
はまったく無力であり、そこから正しい解答は期待できない。なぜなら、過労死という事実に
ついて単に利害関係という認識レベルで留まっていJ (61ページ)るからである。「科学的な説
明」をするためには、「企業にとって労働者というステイクホルダーが如何に特殊な利害関係に
立つのかを検討しなければ、絶対に正しい解答は出てこないJ 0 r両者の聞の利害関係は基本的
に資本主義的な労使関係によって、さらに言えば資本主義的な搾取=抑圧関係によって規定さ
れている。過労死を発生させる真の原因を探求するには、そうして経営学の基礎理論の助けを
借りなければならない。 J (傍点原文) (61ページ)
ステイクホルダー論は、ステイクホルダーと企業の関係の本質を覆い臆し、現実の問題に対
して「正しい解答J (62ページ)を提示できない。これが、田中氏がいう「ステイクホルダー論
による舷惑J の内容である。筆者はこのようなステイクホルダー・セオリーに対する田中氏の
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理解に疑問を感じる。
3-2 ステイクホルダー論は無力か
ステイクホルダー (stakeholder) は確かにそれまでの「利害関係者J (interest group) に
相当するコトパで、ある。しかし、何故に、日本語の文献でも、多くの人々が f手IJ害関係者」で
はなく「ステイクホルダーJ と表記するのであろうか。それにはそれなりの理由がある。筆者
の理解では、それは、そのコトパが、ストックホルダーとの相違を強く意識して使われだした
という経緯に関連している事柄であり、そこには、株主は特殊ではあるが決して(特別に優先
される存在ではない、という意味で)特別な存在ではなく、企業を取り巻く「利害関係者」の
ひとつである、という意味合いが込められている。
このことは、現代の CSR と 60-70年代の社会的責任論の相違とも関連してくる問題である。
社会的責任の「社会的」には 2 通りの解釈がある。第 1 は経済的なものに対立するものとして
社会的を位置づける解釈であり、この場合、社会的責任は非経済的(非金銭的)責任を意味し
ている。そして第 2 の解釈によれば、社会的責任は社会に対する責任を意味している。
これまでの流れを見ると 60一 70年代を含めて、多くの人々は第 1 の解釈を採り、例えば、
社会的責任の基本的な内容が、経済的責任、法的責任、倫理的責任、自由裁量的責任として分
類されることがある。このような理解はたしかに分かり易く便利であるが、そこには、問題点
が幾つかある。まず第 1 に、このような分類をおこなうと、非経済的なものの内容として幅広
いものが考えられそこに多様な事柄を含ませることが可能であること、別のコトパで言い直す
と、それらの内容を分類・整理する基準が事実上存在しないこと。そして第 2 に、そこには、
f 自由裁量的」というコトパがいみじくも示しているように、社会的責任が企業の自発性の問
題に帰着させられる「危険性J があること。これらの問題は、社会的責任の内容を、「経済的J
に倣って r. -................的」という形容詞で説明することには限界があることを示している。端的に
言えば、社会的責任を、経済的責任を中核に置いてそれ以外の責任を付け加えていくという、
いわば「積み上げ方式」で把握する、「社会的責任論j は、非現実的であり、実態から「遊離」
した発想、であり実践に耐えられないものである、ということである。
道徳的主体としての企業が間われるのは、(公権力で強制される)法的責任と(公権力強制の
対象から外れている)道徳的責任だけである。たとえば、説明責任は道徳的責任に含まれる。
あらためて言うまでもないが、図 1 からもわかるように、法的責任を問うことは道徳的責
任を問うことである。道徳的責任を問うことは必ずしも法的責任を問うことではないが、道
徳を尊重する心がないものに法律を守ることを期待できない(針。
(4) r もともと rw法を守ろう』という意識自体、道徳や倫理によって後押しされなければ成立と持続が不
可能なもの、少なくとも極めて困難になる J (森末伸行『ビジネスの法哲学一市場経済にモラルを問う』
沼和堂、 2006年、 21ページ)。
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図 1 道徳と法律の関係
これに対して、ビジネス・エシックスの観点が組み込まれた CSRでは、この問題に決着が
付けられている。というのは、現代の CSRの根底には「企業はステイクホルダー企業である J
との企業観が据えられているからである。現代企業をステイクホルダー企業として捉えること
は、現代企業がステイクホルダー社会のなかで、ステイクホルダーズとの社会契約を前提にして、
事業を展開している、という立場に立つことを意味している。これがステイクホルダー・マネ
ジメントである。この立場から見ると、企業にはステイクホルダーズに対する責任がある、と
いうことになり、これは、事実上、社会に対する責任を意味している。逆に言えば、社会に対
する責任はステイクホルダーズに対する責任であり、現代企業の社会的責任は実質的にはステ
イクホルダーズに対する責任である。
そして同時に、そのような理解に立っと、社会的責任の内容が具体的に規定されることにな
る。というのは、法律に裏付けられた権利だけでなく社会慣習としての権利をも含むステイク
ホルダーの権利が、現在では、すでに述べたように、倫理綱領として明文化されているからで
ある。そこに記載されていること一一一それが社会に対して企業が果たすべき社会的責任である。
現代の CSRでは、ピジネス・エシックスの観点、から言えば、社会的の意味は「社会に対す
る責任J (より具体的に言えば、ステイクホルダーズに対する責任)であり、その責任の内容は
ステイクホルダーズの権利を尊重し護ることであり、これが 1960一 70年代の社会的責任論との
大きな相違点となっている。
このように、今日では、社会的責任 (C S R) がステイクホルダーというコトパと関連づけ
られて、新しい観点から性格づけられている。このことは、企業とステイクホルダーとの関係
を考える場合、ステイクホルダーの権利(ステイクホルダーに対する企業の義務)が前面に押
し出されるようになってきたことを示している。田中氏もこのこと自体を認めている。それは
次のような文言からもあきらかである。「企業の事業活動に対して何らかの影響を与えるか、も
しくは企業活動によって何らかの影響を被るか、…そうした利害関係は当然ながら企業との聞
で一定の『権利・義務』を発生させることにな」る (58ページ)。
問題は、そのような「事実」をどのように解釈するか、にある。田中氏は、上の行論で述べ
たように、「企業との聞で権利・義務に基づく利害関係を発生させる J という「認識レベル」で
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は「企業倫理学の研究対象である企業活動の倫理性は、科学的に解明される J ことなく、従業
員との関係で言えばJ資本主義的な搾取口抑圧関係j が覆い隠されてしまう (58-59ページ)、
との理解を開陳している。
しかし、筆者の立場から言えば、その同じ事実について全く逆の解釈が可能である。という
のは、「企業との間でそれぞれ異なる立場に応じ」て生じる「特殊な利害関係J (59ページ)が
それぞれのステイクホルダーの権利に反映している、と考えるからである。それ故に、ステイ
クホルダーの権利を明確にすることができれば、そしてそのような権利が倫理綱領のなかに明
示されているならば、それは企業と社会の契約であり、その企業にとっては遵守することが義
務づけられるものへと転化していることを意味している。したがって、そのような権利が護ら
れているが否かを検証することによって一一当該企業がどのように認識していようとも、現実
には、「ただ乗り」してい企業が多く、不祥事が続出しているのが現状であるとしても一一企業
行動の倫理性を具体的に判断できることになる。
このことは、ステイクホルダーという概念が普及したために、労働者(従業員)の権利に注
目することによって、企業と従業員の関係を具体的に把握できるようになってきたことを意味
している。そして、これは、田中氏の考えとはむしろ逆に、筆者には、企業行動を「搾取」と
いう本質的なレベルで批判したりあるいは抽象的な概念で論じることに止まることなく、権利
の侵害という具体的なレベルで、田中氏のコトパを使えば、「資本主義的な搾取=抑圧関係」に
具体的な内容を盛り込むことによってその在り方を提示し、それによって、現実的な解決方法を
提示できる途が聞かれたことを示しているように思われる…・・・。
このような見解を補強する事象として幾つかのことをあげることができる。たとえば、コ
一円卓会議 (http://crt-japan.jp/) の資料では、ステイクホルダーごとに権利について言
及されているし、労働者の権利に関しては、多国籍企業の国際的規模のビジネス展開に関連
して生まれたスウェットショップや児童労働に対するアンチ・キャンベーンが世界各地で実
施され、それに伴って草の根的にウォッチの眼が強まり、複数の国際的機関によって国際労
働基準が提起され、それを遵守しない企業の商品の不買運動が起こったことは良く知られて
いる (5) 。
またアメリカに眼を転じると、市民生活ではそれなりに権利が保証されているにもかかわ
らず、企業内では従業員が事実上「無権利状態j に置かれてきたことに対する抗議が生まれ
新しい動きが生まれてきている。そのような動きの中で提起されてきた従業員の権利は多岐
に渡るが、たとえば、つぎのような整理が可能である(針。
(5) 宮坂純一「スウェットショップからの問題提起J W奈良産業大学紀要第21号~ 2005年および宮坂純一「ス
ウェットショップは超えられたのかワ J W産業と経済』第21巻第 2 号、 2006年参照。
(6)宮坂純一『ステイクホルダー・マネジメント』晃洋書房、 2000年参照。
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1 )法律で定められた法定の権利
国家レベルでは、公民権法、州レベルでは、マサチューセッツ州の「知る権利」など。
2) 組合との契約に基づく権利
先任権のルール、仕事を保障するメカニズ、ムの確立、苦情処理の手続き、など。
3) 使用者側が保障するないしは約束する「企業J 権利
直属の上司を超えて申請・申し立てをする権利、身体的な脅迫を受けない権利、不平・苦
情を制度的に訴える権利、正当な法の手続き(デ、ュー・プロセス・オブ・ロー)に従って懲
戒される権利、明確な基準で評価される権利、職務範囲を明確に限定される権利、情実や依
枯最属から自由である権利、など。
特に、デュ}・プロセス・オブ・ローが形式だけでなくその実体を含めて議論され、それ
が制度的に保証される流れができつつあることはいままでとは異なる事象であるの。
これらは、ステイクホルダーの権利がいままで無視されてきたことの「反動」であり、株
主だけではなく、「もの申す」ステイクホルダーたちが確実に増えてきたことを示している。
「ステイクホルダー行動主義J (8) と形容される現象である。このような流れに日本企業だけ
が「無関心」でいられる訳はないであろう。これは遅かれ早かれ日本企業が直面する課題で
ある。
但し、このような発想には、権利という概念を前面に押しだしているために、経営(経済)学
的研究に「値しないJ、との批判が寄せられる、と想像する。これはビジネス・エシックスとい
う学問の位置づけに係わる問題であり、最後に、触れることにする。
4 ビジネス・エシックスと f主観的規範論への傾斜』
4-1 企業倫理学の規範性
企業倫理学と規範性の関連について、田中氏はつぎのように述べている。「もともと企業倫理
学には規範的な性格が備わ」り、「しかも、それは…二重の意味での規範性J である (62ページ)、
と。というのは、第 1 に、「企業活動の倫理性を『善・悪』で価値判断する J rために一定の規
範が必要であ」る、という意味で、第 2 に、「倫理的な規範に適った『あるべき企業活動の姿』
が提起されJ る、という意味で、「企業倫理学」には、「規範論としての性格j が「色濃く現わ
れる J (62ページ)からである。
このように「企業倫理学J は「本来的に規範性を強く持つJ (62ページ)。これは、田中氏に
拠れば、「そもそも倫理学という学問にJ r常に付き纏う、いわば宿命J (62ページ)と関連して
くる事柄である。なぜならば、「事物や現象のうちにある真理性、あるいは必然的な連関=本質
を追求する学問である J r社会科学J とは異なり、「倫理学は何よりも人間行動が“善いか悪い
(7) 宮坂純一「人権、そして働くものの権利J W奈良産業大学紀要第21号~ 2005年参照。
(的宮坂純一『ステイクホルダー行動主義と企業社会』晃洋書房、 2006年参照。
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か"、その価値判断を下すことに固有の特殊性を持つ学問であ」り、「そうした価値判断が下さ
れる場合に、しばしば判断を下す側の人聞が抱いている主観が介入し、それに左右されてしま
うことになる J からである (62ページ)。
そして、上述のような「倫理学一般に現われる特徴がそのまま企業倫理学に持ち込まれた場
合、そこに主観的規範論に彩られた企業倫理学が展開される J (62-63ページ)。これが、企業
倫理学の 3番目の陥穿である。
4-2 企業目的と経営目標
「企業倫理学が有する規範論としての性格が…主観的な見方に侵食されたJ (63ページ〉ケー
スとして、田中氏によって、とりあげられているのが wr企業目的の規定~J (63ページ)である。
田中氏の理解に従えば、そこには、「企業目的を規定する方法を巡って…主観性を帯びた考え方
が姿を現わ」し、「企業目的を、あたかも研究者の側から主観的に規定できる」、との「考え」
がある。これは、「主観的な規範論に傾斜して企業目的を恋意的に誤って規定し」たことから生
じた結果である (63ページ)。
その落とし穴に陥ってしまったひとつの「典型的な事例としてJ (63ページ)批判・検討の対
象になったのが筆者(宮坂)の「見解」である。田中氏の批判の対象となったのは、(筆者の)
「企業が存続していくことが目的となり、財やサービスの提供はその手段と化している社会が
生まれてしまったJ (63ページ)、という文言である。「資本主義経済の下での企業行動は、財や
サービスの生産・販売という活動を通して利潤追求を目的として展開される。そうした利潤追
求という企業目的は、決して企業活動の担い手やそれを研究する者が勝手気ままに規定したも
のではない。あくまで企業活動という客観的な現象なり事実から、いわば必然的に規定された
ものである。あらゆる企業活動が共通に持っており、またそれが実現されなければ企業という
組織そのものが存在し得なくなるもの、それが客観的な企業目的であり、それこそが利潤追求
という事実に他ならないJ (63ページ)、という田中氏の立場からすれば、「企業が存続していく
ことが目的」である、という筆者の「見解」は、それだけを見ると、当然のこととして批判の
対象となろう。「企業目的は人々の主観や立場を超えて客観的に存在し、それを考察する側の
我々が勝手に判断したり変更できるようなものではないJ (64ページ)、との田中氏の見解には
筆者も全く同感である。
筆者の立場から言えば、田中氏の批判は、ある意味で、的はずれである。田中氏が引用して
おられる、 rw 目的と手段が転倒した制度(社会u こそが現代の資本主義経済社会であり、そこ
では企業の存続のために必要な利潤を追求することが目的として是認され、本来は目的であっ
たはずの商品の生産という活動が『手段』になってしまったJ (63ページ)、という箇所(筆者
の見解)からもわかるように、筆者も、利潤の追求を企業の目的として捉えている。この意味
では、田中氏と同じ立場に立っている。
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問題視された箇所、「企業が存続していくことが目的J は、あらためていえば、組織として存
続することを意味したものであり、それは、(体制関連的な)企業目的ではなく、経営目標レベ
ルの話である。筆者は、個別資本の運動形態としての企業の目的と社会的存在としての企業(組
織)の経営目標を区別して考えている。 1 )体制関連的に与えられている企業目的を操作して、
それが f共通の目的」となるように、すなわち、経営白標として定立しなければ、企業は組織
として存続しえない、 2) 現代企業がステイクホルダー企業としてみなされるようになってい
る今日では、経営目標に倫理性が含まれなければ、それは f共通の目的J になりえない、 3)
それ故に、倫理性を含めて経営目標を策定することが要請されている、と。
筆者の立場から言えば、ビジネス・エシックスが述べているのはそのことであり、それを捉
えて、「主観的規範論J といわれれば、 fはい、そうです、それではいけないのですかJ といわ
ざるをえない。元来、経営理念とはそのような性格のものだったのではないだろうか。倫理綱
領とは、その経営理念(社是・社訓)を「道徳的主体としての企業J があらためて制度化した
ものである。
5 おわりに
企業倫理学(ビジネス・エシックス)は経営学なのか倫理学なのか、そのことを明確にしな
ければならない。これが問中氏の問題提起の真意であろう。問中氏は、企業倫理学を「企業倫
理の経営学J として分かり易く読み替えて、それは広義の経営学に含まれる、との構想を提示
されている (55ページ)。
企業倫理学(ビジネス・エシックス)が広義の経営学に含まれる、という見解に対しては筆
者も異論はなく同感である。しかし、そのことを前提にしたとしても、それが、どのように位
置づけられるのか。これが問題である。経営社会学や経営心理学、等と「同列に」組み込まれ
るのであろうか。
筆者は自身の考えをかつてつぎのような形で文章化したことがある。 fビジネス・エシックス
とはなにか。それは、(経営学を専攻している)筆者の理解では、『企業活動を支える価値前提
が変化し、功利性原理だけでなく別の道徳規準の導入が必要になってきたことを踏まえて、企
業はモラル主体である、との立場に立ち、〈ステイクホルダーズの利害の調整・確保〉という視
点から企業行動を追跡・分析・検証・評価し、また必要に応じて、社会的存在としての企業(ス
テイクホルダー企業)に相応しい企業活動の在り方を提示する』学問である J (的、と。これは、
じつは、田中氏の別の論孜「企業倫理学の基本問題ーその名称、性格、位置づけ一 J W立命館
経営学』第41巻第 6 号、 2003年)に触発されて、その当時筆者が考えていたことを整理した結
果であった。
(9) 宮坂純一「ビジネス・エシックス、ステイクホルダー・マネジメントそして C S RJ W産業と経済』第
20巻第 3 号、 2005年、 173ページ。
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筆者の見解では、ピジネス・エシックスは、広義の経営学の体系の中で、かなり「特異なJ
位置を占めるように思われる。うえで紹介した箇所のあとには次のような文章が続いている。
長くなるが、転載する (10) 。
ビジネス・エシックス…は経営学のなかでどのような位置を占めているのか、それにはい
かなる存在価値があるのか。われわれは、そのひとつの事例を、プロフエッション教育の完
成、ないしは経営学教育の「仕上げ」のなかに見いだすことができる。
経営学を専門的に学ぶ経営学部(大学院)は、基本的には、ビジネス分野の専門家を養成
する f場」である。いかなる資質を備えたならば、そのひとは専門家と言われる存在となる
のであろうか。たしかに専門家も多種多彩であり、さまざまなタイプの専門家が育ちそして
巣立つている。しかし彼らには共通する課題が課せられてきた。それは専門職として生きて
いくことである。専門家(職) (fプロフェッションJ) とは、伝統的には、神学、法学、医学、
に関わる職業を意味し、具体的には、聖職者、弁護士、医師、そして教師、がそのようなプ
ロフェッションとして認知されてきた。彼らに共通することは単に専門的な知識の多さだけ
ではなく「無私な精神」を有することである。無知なクライアントを守ることが社会的使命
として課せられてきたのであった。そしてこのことが、 20世紀に入って、特に今日では、企
業の専門経営者にも要求されるようになってきた。
われわれの社会にはさまざまな規範(倫理)が存在している。そのような規範には時代の
流れに左右されない「安定した」ものもあるし、逆に時代の変化とともに「姿を消し」たり
まったく新しい価値観が広がっていくこともある。そしてこのことは決して会社に無関係な
ことではなく会社の「提」にも重大な影響を及ぼす。経営は価値観の変動のなかでおこなわ
れているものなのである。したがって、企業と社会の契約が変わり、企業に新しい役割(モ
ラル感覚)が要求されているにもかかわらず、もし経営学教育が暗黙のうちに「是」として
承認されてきた既存の規範を前提に展開され続けるならば、そこから産みだされた人材は「時
代遅れJ となるだけではなく社会的に「有害な」存在へと転化し、その結果、経営学そのも
のが社会的に認知されない、言葉を換えていえば、学問的正統性を欠いた「存在」となって
しまうであろう。
経営学教育が学問的正統性を獲得するためには「なにかJ が必要である。その「欠けてい
るなにかj を提供するのがビジネス・エシックスである。経営は常にその存在のあり方を社
会的に間われ続けている。したがって、経営学教育が当然のこととして前提にしてきた「枠
組みJ (=争意志決定の前提となる価値観)が崩れ見直しが必要になっているのであれば、それ
を「再考」し「求められているものJ を指摘し提供することが必要になってくる。その役割
を果たすのがどジネス・エシックスなのであり、そのことによってプロフェッション教育(専
(10) 前掲稿、 174-175ページ。
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門家の養成)に欠けているものを補うことが可能になってくる。つまり、専門家を「真の意
味で」専門家に「鍛え上げる J ために必要な学問一一ーそれがビジネス・エシックスである。
このようにビジネス・エシックスは経営学という学問体系のなかに f必要不可欠な」要素と
して存在するが、その役割は、通常、特に意識されるものではなくいわば「地味J な存在であ
る。その存在が注目され全面に押し出されるとすれば、それは、既存の価値観が崩壊し、時代
が大きな転換期にあるときである。その場合、企業行動はさまざまな方面から批判の対象とな
るが、ビジネス・エシックスに「企業叩き J のごとく役割が期待されるとしたら、それはビジ
ネス・エシックスにとって極めて「迷惑な」話であり、それはビジネス・エシック本来の存在
意義から離れた要求である。
しかし上記のような位置づけは筆者の極めて個人的なものであり、「私論の試論J の域を出る
ものではない。
経営学方法論を専門とする田中氏が、「企業倫理学の基本問題j に続いて、 f企業倫理学に潜
む三つの陥穿j と題して、企業倫理学が現在抱えている問題点を具体的に抽出し問題提起して
くれたことはこの学問にとって「チャンス」である。この時点で、ある程度検討課題を整理し
「本格的な研究方法論の確立j に向けて歩み出さないと、いつまでも、上記のコトパを再び使
えば、「企業叩きの道具J として便利に使われるだけのものとなり結局は一過性のブームとして
忘れ去られてしまうであろう。
この学聞は、いままさに、田中氏の表現を借りれば、「単なる観念的な理想、論としての企業倫
理学で、終わってしまう j のか、それとも「真の意味で科学としての企業倫理学、そこに到達す
る J (65ページ)のか、その岐路に立たされている。
【付記】
田中照純氏が「企業倫理学」と表記し自分の立場を明確にされているのを知りながら、筆者
(宮坂)は本稿においてもそれをビジネス・エシックスと表記している。最後に、その理由に
ついて触れておく必要があろう。
筆者の場合にも、ビジネス・エシックスは、実体的には、企業倫理の経営学である。英語圏
で発達してきた business ethics には、大きく分けて、ピタネヌ倫理学とビジネス倫理学があ
る。そしてそのいずれの立場に立とうとも、そこには、 business ethics が学問的に成立する
プロセスで提起された問題意識(企業を道徳的主体として把握すること、ステイクホルダー企
業観の提示)が共有されている(と思われる)。しかし日本の学界では、それに関して言えば、
疑問符が付く(ように思われる)。
それ故、筆者は、このような認識を踏まえて、 business ethics、特に、(ビジネス倫理学と
ビジネス傭理学の「統合」を意図している)契約論的発想が貫かれている business ethics が、
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経営学的に読み替えると、ステイクホルダー・マネジメントと形容されるようなものになる、
と理解し、そのように表記して文章化することがある。
田中氏の論孜 f企業倫理学の基本問題」でも触れられているが、日本では、 business ethics 
に相当する日本語の名称が定着していない状況が続いている。この現状を考えると、 business
ethicsの問題提起を筆者なりに受けとめていることを明確にしておくために、あえてビジネ
ス・エシックスと表記する、ということにはそれなりの根拠がある(と思われるのだが・・・)。
(2006/12/11 脱稿)
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